
(生産系列実質値) (支出系列実質値)

名目値

（１）　産業別国内総生産 名目 実質値

○ 家計消費

コモ８桁 コモ６桁

約２０００品目 約４００品目

（① 産業別実質産出額）
生産デフレーター ○ 総固定資本形成

○　在庫

（② 産業別実質中間投入額） ○ 輸出（入）

産業別実質国内総生産

＝（① 産業別実質産出額）　ー　（② 産業別実質中間投入額）

（２）　政府サービス生産者および非営利サービス生産者

＝ - ○　国内総支出
国内総支出
デフレーター

実質国内総生産＝（１）＋（２）＋実質輸入税ー（実質帰属利子＋実質投資控除）
※実質輸入税、実質帰属利子、および実質投資控除についても基本単位デフレーターを使用。

図表1 現行デフレーターと実質値の概説
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※名目値に物価指数等を組
み合わせてパーシェ型デフ
レーターを作成。

在庫残高デフ
レーター

（コモ６桁品目の家計消費デフレーターを
パーシェ統合した８７目的分類毎のデフレー
ターでそれぞれの名目値を除した実質値の
合計。）

(名目値） 非営利消費デフ
レーター

政府消費デフ
レーター

総固定資本形
成デフレーター

輸出（入）デフ
レーター

家計消費デフ
レーター

名目Ｕ表

実質Ｕ表

(基本単位デフレーター作成)

（デフレーター）

中間消費デフレーター

実質Ｖ表

実質

名目Ｖ表

（上記需要項目の積み上げ）

○ 非営利消費および政府消費

（自己消費分の生産活動別のコモ６桁の生
産デフレーターでそれぞれの名目値を除し
た実質値の合計。）

（財貨はコモ６桁品目の輸出（入）デフレーターを
パーシェ統合、サービスはＢＯＰの値を細分化した
名目値でパーシェ統合したそれぞれのデフレー
ターで名目値を実質化し合計。）

（製品在庫、仕掛品在庫はコモ６桁品目の
生産デフレーター、原材料在庫、流通在庫
はコモ６桁品目の中間消費デフレーターで
名目値を除す。）

（総固定資本形成マトリックス（制度部門別、住宅・
企業設備別×コモ６桁品目、建築構造別）をウェイ
トに①機械類はコモ６桁の総固定資本形成デフ
レーター、②建設関連はコモ６桁の建設デフレー
ターで名目値を除して統合。）



（１）　平成７年基準改定(平成２年基準→平成７年基準 ：68SNA→93SNA)　[平成12年10月]
①　国内総支出デフレーター ②　実質国内総支出

　　 (前年比，％) 　　 (前年比，％)

年度 基準改定直後 基準改定直前 差(直後－直前） 年度 基準改定直後基準改定直前 差(直後－直前）
平成３年 2.7 2.5 0.2 平成３年 2.5 2.9 ▲ 0.4
平成４年 1.5 1.5 0.0 平成４年 0.4 0.4 0.0
平成５年 0.4 0.6 ▲ 0.2 平成５年 0.4 0.5 ▲ 0.1
平成６年 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.1 平成６年 1.1 0.6 0.5
平成７年 ▲ 0.5 ▲ 0.7 0.2 平成７年 2.5 3.0 ▲ 0.5
平成８年 ▲ 0.8 ▲ 1.3 0.5 平成８年 3.4 4.4 ▲ 1.0
平成９年 0.7 0.7 0.0 平成９年 0.2 ▲ 0.1 0.3
平成１０年 ▲ 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.5 平成１０年 ▲ 0.7 ▲ 1.9 1.2
平均 0.4 0.4 0.04 平均 1.2 1.2 ▲0.00
（注）・改定期間：平成２年度～10年度

       ・出典：平成７年基準改定国民経済計算新旧対照表(平成12年10月）

（２）　平成２年基準改定（昭和60年基準→平成２年基準：68SNA）[平成７年10月]
①　国内総支出デフレーター ②　実質国内総支出

　　 (前年比，％) 　　 (前年比，％)

年度 基準改定直後 基準改定直前 差(直後－直前） 年度 基準改定直後基準改定直前 差(直後－直前）
昭和62年 0.0 ▲ 0.1 0.1 昭和62年 4.8 4.7 0.1
昭和63年 0.8 0.5 0.3 昭和63年 6.0 6.0 ▲ 0.0
平成1年 2.5 2.4 0.1 平成1年 4.4 4.3 0.2
平成2年 2.3 2.1 0.2 平成2年 5.6 5.3 0.2
平成3年 2.5 1.7 0.8 平成3年 3.1 3.6 ▲ 0.5
平成4年 1.5 1.5 0.0 平成4年 0.4 0.3 0.1
平成5年 0.6 0.8 ▲ 0.2 平成5年 0.2 ▲ 0.2 0.4
平均 1.4 1.3 0.18 平均 3.5 3.4 0.07
（注）・改定期間：昭和6１年度～平成5年度

　　　・出典：平成７年度版国民経済計算年報（平成７年４月）　　　　　

図表2 基準改定における計数の改定幅

　　   ・93ＳＮＡへの移行では、受注ソフトウェアの固定資本形成への計上、社会資本にかかる固定資本減耗の政府最終消費支出への計上など、推計方法の大

        幅な変更がなされた。

　　　　　　　 平成２年基準改定　国民経済計算報告（平成８年２月）



  

図表３ 指数の種類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ p i0：i財の基準時価格 p it：ｔ期における i財の価格 q i0：i財の基準時数量  q it：ｔ期における i財の数量 

ｗ it：ｔ期におけるｉ財の支出ウエイト itπ ：各財の価格変化率 itw∆ ：各財のウエイト変化 
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図表４ 物価指数の基準年次の改定（イメージ） 

 
（注）SNAにおける潜在理論指数（underlying theoretic index）は、比較する２時点の価格セットの下で、一定の効用水準を達
成することを可能とする最小の支出の比率として定義されるが、市場で観察される価格・数量からは直接求めることは
できない。また、当該指数は、一般には、効用水準を基準時に設定するか、比較時に設定するかで、２通りの指数が考
えられるが、効用関数がホモセティックであると想定すると両者は一致する。 

ラスパイレス型物価指数 

潜在理論指数 

パーシェ型物価指数 

旧基準年 新基準年 比較時点 t 





図表6 最近のIT財の物価動向

企業物価指数及び消費者物価指数の推移(月次)
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図表7 最近の民間企業設備デフレーター及びCGPIの推移
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図表８ SNA1993 “国民経済計算の体系（System of National Accounts 1993）” （抄） 

第１６章 価格測度と数量測度 

 
Ｃ．時間的価格指数と時間的数量指数 
３．ラスパイレス指数とパーシェ指数との関係 
＜指数に対する経済理論的アプローチ＞ 
16.22. ラスパイレス、パーシェおよび潜在的な理論生計費指数の間の関係については次のような結論が得られる。 
     (a) ラスパイレス指数は、理論指数の上限を与える。消費者の所得がラスパイレス指数と同じ比率だけ増加したとしよう。消費者は基準時

と同じ物量を購入できるはずであり、したがって、少なくとも以前と同じほど豊かでなければならないことになる。しかし、相対的に
安 価になった生産物と相対的に高価になった生産物とを代替することによって、消費者はより高い効用水準を達成することができるで
あろう。この代替が価格比率と物量比率との間に負の相関を生じることになるのである。消費者はそれによってより高い効用水準を達

成することができるので、ラスパイレス価格指数は理論指数を上回らなければならない。 
    (b) 同じように、パーシェ指数はより後の期間を基準とする理論指数の下限を与えるということを示すことができる。（後略） 

16.23. このような結論は、ラスパイレス指数とパーシェ指数がそれらに対応する理論指数の上限と下限を与える、ということを示すが、ここに
は１つではなくて２つの理論指数が係わっているということに注意しなければならない。理論指数はその基準時の状況および２つの期間に
おける同じでない所得水準に依存する。しかし、消費者の選好が相似拡大的（homothetic）であると仮定し得るならば－すなわち、各々の
無差別曲線がそれぞれを相互に一様に拡大或いは縮小したものになっている状態ならば－この２つの理論指数は一致する。この場合には、
ラスパイレス指数とパーシェ指数は同じ潜在理論指数の上限と下限を与える。このことは、後者を特定化するにはなお十分ではない。これ

を行なうためには、さらに一段進んで無差別曲線の正確な関数型を特定化することが必要になる。すでに 1925 年において、効用関数が２
次同次関数（これは相似拡大的である）によって表わされるならば、フィッシャーの理想指数は潜在理論指数に等しくなるということが証
明されている。（後略） 

16.25. （前略）フィッシャー指数にはいくつかの欠点もあることを記しておくことは重要である。そうした欠点の一部は実務的なものであり、
また一部は概念的なものである。 

     (a) ラスパイレス指数とパーシェ指数の両者を計算しなければならないので、フッシャー指数は多くのデータを必要とし、そのためにコス
トが増加するだけでなく、恐らく計算と公表を遅らせることになるであろう。 

     (b) 特定の財貨・サービスのバスケットの価額の変化を測定するものとして単純に解釈することができるラスパイレス指数やパーシェ指数
と同じようには、フィッシャー指数は簡単には理解し得ない。 

(c) フィッシャー指数が潜在理論指数の厳密な測度となるための特定の選好関係は特殊なケースにすぎない。 
    (d) フィッシャー指数は加法的に整合的ではない。（後略） 
    
 



D．連鎖指数 
１．指数の基準改訂と接続 

16.31 （前略）時間の経過とともに、基準時における相対価格のパターンは後の期の経済状態にとって次第に不適切なものとなり、ついには、それ
を毎期毎期の数量測度の測定のために使用し続けることは容認し得なくなる。したがって、基準時を更新し、古い系列を新しい基準時による

系列に接続することが必要になる。 
２．基準改訂と各期の接続 
＜序論＞ 

16.47. （前略）２つの期の相対価格および相対物量のセットが相互に類似したものである場合、それらは直接比較されるべきであり、その相対価
格と相対物量が大きく異なっている別の期を経由して間接的に比較されるべきではない。連鎖の過程である種の経済的な迂回路を含む場合、
すなわち、その相対価格および相対物量のセットが、最初の期と最後の期の相違以上に、この双方の期のどちらとも異なっているような期或

いはいくつかの期を通じて接続する場合、連鎖ラスパイレス或いは連鎖パーシェ指数は使用されるべきではない。 
16.49. （前略）上記の結論を適用すると、ある月或いは四半期と翌年の同じ月或いは四半期との間の価格や数量の変化を測定したい場合には、そ
の変化は、期間中のすべての月や四半期のデータをリンクした連鎖指数によってではなくて直接的に測定されるべきである、ということにな
る。すでに記したように、ある特定の月或いは四半期の価格や物量が前年と同じであったとしても、連鎖ラスパイレス数量指数がもとの水準

に戻ることを期待することはできない。季節変動について調整されていない季節データの連鎖を行うことは望ましいことではなく、固定ウェ
イト指数のほうが望ましい。このことは対応する年次データの年々の変化を測定するために連鎖指数を用いることを妨げるものではない。 

＜加法性と連鎖法＞ 
16.56. （前略）ラスパイレス数量指数のような加法性をもった指数が互いに接続される場合でも、価額によって表わされる接続されたデータの加法性
はただ一回の接続でまったく損なわれてしまう。したがって、連鎖数量指数を用いて基準時の価額を外挿することによってそのような指数を価
額の時系列に変換したとしても、後の期間については、構成要素の合計値は集計値に等しくならない。（後略） 

 
E．総付加価値および GDPについての数量指数 
３．GDP数量 
16.73.  （前略） 

(a) GDP数量の年々の動きの望ましい測度はフィッシャー数量指数であり、より長期的な変化は連鎖法によって、すなわち、年次別の動きを累積
することによって求められる。 

     (b) したがって、GDP についての年々のインフレーションの望ましい測度はフィッシャー価格指数であり、長期的な価格変化は価格の年次別の動
きの連鎖によって求められる。（中略）  

       (c) GDP 数量の年々の動きの測定にラスパイレス数量指数を用い、年々のインフレーションの測定にパーシェ価格指数を用いるような連鎖指数 
はフィッシャー指数に対する容認し得る代替的方法である。(中略) 



   (e) 連鎖指数は年次別の動きを測定するためにのみ使用されるべきであり、四半期別の動きには用いられるべきではない。 
16.74 GDPについて連鎖指数を用いることについて、さらに２つの利点を上げることができる。まず、インフレーションの測度の質はある参照期 
間に基づいて計算されるインプリシットパーシェ型デフレーターの年次別の動きと比べて大いに改善される。第二の利点は、基準年次を変更す
る結果としてそれまでの成長やインフレーションが見かけ上変わってしまうことを連鎖法によって回避することができる、ということである。

固定ウェイトラスパイレス型数量指数の時系列の基準年次が更新される場合、以前の基準があまりに古くなっていたとすると、基本的な趨勢的
成長率は低下するように見えるであろう。このような低下の理由を利用者に説明することは困難であり、その測定値の信頼性を疑わしくするで
あろう。 

４．代替的な数量系列と価格系列の公表 
16.75. GDP の実質成長とそのインフレーションについての望ましい測定値は連鎖フィッシャー指数、或いは、それに代わるものとしては連鎖ラス
パイレス或いは連鎖パーシェ指数であるが、経済における各種のフローの間の相互関係を主たる関心の的とするような多くのタイプの分析にと
って加法的整合性の欠如は重大な欠点となり得ることは、認識されなければならない。（中略）したがって、主要集計値についての連鎖指数に加
えて、内訳別の不変価格データを作成して公表することが勧告される。 

 
（注）下線は国民経済計算部による。 



 

図表９ 連鎖指数の種類 

 

※ p it：ｔ期における i財の価格 q it：ｔ期における i財の数量 

ｗ it：ｔ期におけるｉ財の支出ウエイト itπ ：各財の価格変化率  
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図表10 各物価指数の関係
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       図表11 連鎖デフレーター(参考系列)の推移
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図表 12 ＧＤＰデフレーターの指数算式について 

 

 
固定基準方式 連鎖方式 

①潜在理論指数との関係 ・パーシェ・バイアスの存在 
 

・真の物価指数により近い 

②参照年改定の頑健性 ・基準改定毎に伸び率が改定される傾向 ・伸び率に影響しない（任意に設定可能） 
 

③実質値の加法整合性 ・常に加法整合性が成立 ・加法整合性が不成立（図表 13,14,15） 
 

④ドリフト 
 

・ドリフトがない ・ドリフトの存在（図表 16） 

⑤計量モデル分析との親

和性 
－ ・計量モデルのあてはまりの向上 

・加法整合性がないため推計上の工夫が必要 
⑥実務上の課題 
 

・計算にかかる時間・労力等作業コストが小さい ・ウェイト構造を毎期更新する必要があり作業コストが多大 

指数の種類（図表 17） ・ラスパイレス 
・パーシェ（現行デフレーター） 
・フィッシャー 
 

・ラスパイレス 
・パーシェ（参考系列デフレーター） 
・フィッシャー 
 



図表 13 連鎖指数の性質について ～集計における整合性と加法整合性～ 

 
連鎖指数（ラスパイレス型およびパーシェ型）においては、集計における整合性（consistency in aggregation）は成立しているが、実
質値における加法整合性（additivity）は成立していない。なお、フィッシャー型では両者は成立していない。 
 
集計における整合性：内訳項目を「集計」（aggregation）したものが、上位項目になっていること。すなわち、任意の中位レベルの指数

を上位レベルへ集計したものは、下位レベルから直接上位レベルの指数を作成したものと同一となる。 
加法整合性： 内訳項目を「合計」（summation）したものが、上位項目になっていること 
 

① 集計における整合性（ラスパイレス数量指数での例） 

上位レベル（例えばＧＤＰ）のラスパイレス連鎖実質値（LVt）が、中位レベル品目（例えば各需要項目）の連鎖デフレーターPi お

よび連鎖実質値 Qi、最下位レベル品目（例えばコモ 8 桁レベル約 2000 品目）の物価 pjおよび実質値（数量）qjのいずれから計算して

も一致するならば、それらの関係は、以下の等式で表すことができる。中央の式は中位→上位の連鎖指数、右辺の式は下位→上位への

連鎖指数である。 
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（＊）式が成立し、中位→上位という集計結果は、下位→上位の集計結果と等しい。 

 

② 加法整合性の不成立（ラスパイレス数量指数での例） 

個別品目の実質値（Ｒｉ）を固定基準方式のラスパイレス型実質値として集計すると、不変価格表示の性質から、その単純合計と等

しい（加法整合性が成立）。なお、対応するデフレーターをＤｉ、基準時Ｄ０＝１とする。 
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ところで、連鎖指数と固定基準方式の指数は基本的に一致しない。したがって、需要項目別の連鎖実質値を連鎖方式で集計した連鎖Ｇ

ＤＰは、それらを固定基準方式で集計したものと等しくない。 
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（Ｃ）式は、「内訳項目の連鎖実質値の単純合計は、上位項目の連鎖実質値に一致しない」（加法整合性の不成立：non-additive）という
ことを表している。 



平成7暦年 平成8暦年 平成9暦年 平成10暦年 平成11暦年 平成12暦年 平成13暦年 平成14暦年
1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

１．民間最終消費支出 276,821 283,632 285,646 285,356 285,463 286,898 290,026 292,221

　　（１）家計最終消費支出 271,956 278,575 280,641 279,312 279,041 280,840 283,717 286,030
　　　　　ａ．国内家計最終消費支出 269,399 276,194 278,651 277,780 277,088 279,114 282,526 284,773
　　　　　ｂ．居住者家計の海外での直接購入 2,764 2,692 2,347 1,971 2,285 2,152 1,730 1,727
　　　　　ｃ．（控除）非居住者家計の国内での直接購入 207 311 366 349 280 260 295 331
　　　　　*１　項目合計（ａ＋ｂ－ｃ） 271,956 278,575 280,632 279,402 279,093 281,006 283,961 286,170

0 0 -9 90 52 166 243 140
(0.0) (0.0) (▲ 0.0) (0.0) (0.0) (0.1) (0.1) (0.0)

　　（２）対家計民間非営利団体最終消費支出 4,866 5,057 5,111 5,864 6,278 5,904 6,104 6,361
　　 *２　項目合計（*１＋（２）） 276,821 283,632 285,743 285,266 285,370 286,909 290,065 292,530

0 0 97 -90 -92 12 39 309
(0.0) (0.0) (0.0) (▲ 0.0) (▲ 0.0) (0.0) (0.0) (0.1)

２．政府最終消費支出 72,708 74,798 75,656 77,192 80,681 84,697 87,291 89,313

３．国内総資本形成

　　（１）総固定資本形成 138,098 146,982 147,787 142,169 140,479 143,339 141,488 133,662

　　　　　ａ．民間 97,801 104,113 109,171 104,121 100,468 107,457 107,085 100,740
　　　　　　　（ａ）住宅 24,125 26,990 23,754 20,358 20,379 20,503 19,411 18,613
　　　　　　　（ｂ）企業設備 73,676 77,123 85,470 84,024 80,223 87,174 87,962 82,368
　　　　　　　 *３　項目合計（（ａ）＋（ｂ）） 97,801 104,113 109,224 104,381 100,602 107,677 107,374 100,981

0 0 53 261 133 221 289 241
(0.0) (0.0) (0.0) (0.3) (0.1) (0.2) (0.3) (0.2)

　　　　　ｂ．公的 40,297 42,870 38,652 37,998 40,055 35,918 34,441 32,981
　　　　　　　（ａ）住宅 1,553 1,536 1,504 1,374 1,281 1,113 1,019 1,024
　　　　　　　（ｂ）企業設備 8,523 8,743 8,551 7,989 8,124 7,703 7,038 6,819
　　　　　　　（ｃ）一般政府 30,220 32,590 28,610 28,652 30,651 27,118 26,391 25,161
　　　　　　　 *４　項目合計（（ａ）＋（ｂ）＋（ｃ）） 40,297 42,870 38,665 38,015 40,056 35,935 34,448 33,003

0 0 13 17 1 17 8 22
(0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.1)

　　　　　　*５　項目合計（*３＋*４） 138,098 146,982 147,889 142,396 140,658 143,612 141,822 133,984

0 0 103 227 179 273 333 322
(0.0) (0.0) (0.1) (0.2) (0.1) (0.2) (0.2) (0.2)

　　（２）在庫品増加（現行の固定基準実質値で代用） 2,319 3,629 3,344 291 -1,605 -167 10 -1,332

４．財貨・サービスの純輸出
　　（１）財貨・サービスの輸出 45,249 48,163 53,659 52,430 53,274 59,866 56,282 60,421
　　（２）（控除）財貨・サービスの輸入 38,284 43,311 43,601 40,684 42,196 45,788 45,481 46,098

*６．項目合計（*２＋２＋*５＋３（２）＋４（１）－４（２）） 496,912 513,893 522,690 516,891 516,182 529,129 529,989 528,817
６．国内総支出 496,912 513,893 522,505 516,662 515,996 528,917 529,683 528,210

0 0 185 229 186 212 305 607
(0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.1) (0.1)

平成7、8暦年は国民経済計算年報（平成16年版）の平成7年（固定）基準実質値、平成9暦年以降は同年報の名目値を参考表６「連鎖指数」で除した数値 （単位：１０億円、（％））

図表14 加法整合性の不成立 (参考系列を用いた試算)

       項          目

開差・国内総支出（*６－６）

開差・総固定資本形成（*５－（１））

開差・公的固定資本形成（*４－ｂ）

開差・民間固定資本形成（*３－ａ）

開差・民間最終消費支出（*２－１）

開差・家計最終消費支出（*１－（１））







(仮設例) t=1 2 3 4
価格 品目A 3 4 7 3
品目B 6 6 6 6

数量 品目A 60 50 40 60
品目B 70 100 90 70

図表16 連鎖指数におけるドリフトの問題
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（参考）連鎖指数におけるドリフトの問題 

 
仮設例：０期と第１期との間に生じた価格と物量の変化がその後において逆転し、第２期に達した時に全ての個々の価格と物量が０期

におけるそれらの当初の水準に戻ったとする。このとき、固定基準のパーシェ型物価指数は０期と同じ水準１に戻るが、連鎖

指数は元と同じ水準にならない。 

 ｉ財の価格 ｉ財の数量 パーシェ型物価指数（固定基準方式） パーシェ型物価指数（連鎖方式） 
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四半期値 暦年値

アメリカ フィッシャー 連鎖（前四半期基準） ○ ○ 2000 1996年1月に移行

カナダ フィッシャー 連鎖（前四半期基準） ○ ○ 1997 200１年5月に移行

イギリス パーシェ 連鎖（前暦年基準） ○ ○ 2000 2003年9月に移行

フランス パーシェ 固定／連鎖（前暦年基準） － ○ 1995 四半期には連鎖は導入していない

ドイツ パーシェ 固定 － － 1995 2005年頃に連鎖導入予定

イタリア パーシェ 固定 － － 1995 2005年頃に連鎖導入予定

日本 パーシェ 固定 － － 1995

（参考系列） パーシェ 連鎖（前暦年基準） ー ○ 1995

（出所）各種資料より作成。

図表17 各国におけるＧＤＰデフレーターの指数形式

指数＝100の年次 備考
連鎖の適用範囲

国 基準時点の設定
（連鎖または固定基準年）指数算式



仮設例
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図表18－1 パーシェ型連鎖物価指数とフィッシャー型連鎖物価指数の比較

財１ 財２
価格 0期=100 0期=100

（不変） （毎期▲5％低下）
名目ウエイト 0.5 0.5

（不変） （不変）



仮設例
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図表18－2 パーシェ型連鎖物価指数とフィッシャー型連鎖物価指数の比較（前期比）

財１ 財２
価格 0期=100 0期=100

（不変） （毎期▲5％低下）
名目ウエイト 0.5 0.5

（不変） （不変）
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